



































































































































































12） 広中俊雄『物権法　第 2版増補』（青林書院・昭和 57年）201頁は「被告が 194条にいう
「競売若クハ公ノ市場ニ於テ又ハ其物ト同種ノ物ヲ販売イル商人ヨリ……買受ケタル」こ




 　田島順『物権法』（弘文堂書房・昭和 10年）132頁、星野・前掲 76頁、七戸克彦『物権



























































を理由に消極説に立ち、同様の判例もある（大判大正10年 7月 8日民録 27輯 1373頁、大
判昭和4年12月11日民集8巻927頁）。これに対して岡村玄治「盗品又は遺失物と即時取得」































































































192条から 194条の原規定は、旧民法証拠編 144条から 146条であり、これ






第 4章法典調査会における審議の順に 192条から 194条の形成過程をたどり、
論説（直井）
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法第百九十二条乃至第百九十四号ノ沿革並ニ法制比較」法学新報 15巻 5号（明治 38年）24
頁以下で翻訳・紹介されている。

























 　2276条は当初の 2279条、2277条は 2280条にあたり、2006年の民法典改正によって条文




















これらの条文の関係については、2276条 2項と 2277条 1項は 2276条 1項の
例外をなすものとされる。その際、まず、2277条 1項は合法的な取引（le 
commerce loyal）のみが保護に値するという意味で 2276条 1項に対する制約で
あると説明され、次いで、真の所有者の利益は無視されていないとして 2276
条 2項を挙げ、真の所有者が物の占有を失った状況を無視することはできない





26） G. Cornu, Droit civil, Les biens, 13e éd., p.307.
27） Ph. Malaurie＝L. Aynès, Les biens, 7e éd., 2017, no580は2276条 2項のみを同条 1項の例
外として明記する。

























は、Cornu, op.cit., p.313が、2276条 1項の目的は、信頼を裏切られた真の所有者を犠牲に
するといったサンクションにあるのではなく、同条2項の例外が示すように、良質な取引（le 
commerce de bon aloi）の保護にある、としていることからもうかがわれる。
29） Cornu, op.cit., p.315.










ボアソナード草案のうち本稿の対象となるのは 1481条から 1483条の 2であ
論説（直井）
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31） 2276条で善意・無過失が要求されることは判例（Cass. req., 22 mai 1906, D.1906.1.351.）・
学説（Cornu, op.cit., p.310；Malaurie＝Aynès, op.cit., no579.）とも認めている。Malaurie＝
Aynès, op.cit., no579は、2276条の特則である 1198条 1項〔動産の二重譲渡に関する規定で
ある〕で「善意（bonne foi）」が要求されていることをここで善意を要求する理由として
挙げる。善意の意味につき Cornu, op.cit., p.310は、占有者が、取得の時点で、自己が正統
な所有者から権利を取得したと信じたこと、Malaurie＝Aynès, op.cit., no579は、占有者が
真の所有者と契約したものと信じたこととする。






Malaurie＝Aynès, op.cit., no583は、2277条 1項におけるような物の不正な起源を疑いえな
いという要件の下では盗品・遺失物の取得者の主観的要件は緩和されるが、取得者の善意
は問題とされうる、とする。























































34） Boisonade, op.cit., p.365.もっとも、即時時効と称する時効の真の基礎は占有にあると
する。
35） Boissonade, op.cit., p.370.





37） Boissonade, op.cit., p.367.
38） なお、ボアソナードは 1481条はフランス民法旧2279条（現 2276条）に依拠したもので
あることを明言している（Boissonade, op.cit., p.365.）。




























 　また Boissonade, op.cit., p.370は、フランス法に比べて占有者に損失を被らせるところが
少なくなっている、とする。



























43） Boissonade, op.cit., p.373は、盗取者・拾得者から直接に取得した占有者は争いの目的
である物をいまだに占有しているのであれば取戻の請求を受けるのであるから、たとえ善
意であっても責任を免れないのは勿論であるとする。



























46） Boissonade, op.cit., p.372.





































































外 59）、146条は 145条の例外と位置付けられている 60）。
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又ハ即時時効





































































































































































































































































































193条と 194条とを対比して 193条については 192条の要件を満たさない場合であってもよ
いとしており、悪意または有過失の占有者に対する回復請求を 193条の直接適用によって
認めるものと思われる。
このように 193条の「前条の場合において」は「前条の場合であっても」と
読むのが適当だとすると、194条の「善意」はどのように解されることになる
のか。193条から「前条の場合において」という制約が外されることで、193条・
194条とも悪意または有過失の占有者も対象とした規定と位置づけることがで
きるようになる。その結果 194条は、動産の回復請求にあたり、善意者には代
価弁償が必要であるが悪意者には代価弁償は不要という意味を有することにな
る。
これは序論で否定した192条と194条とを切り離す読み方と同じことになる。
しかしそこでは 192条と 193条とが一体のものとして想定されていたが、193
条の「前条の場合において」を「前条の場合であっても」と読み替えることに
よって、192条と193条の一体性は失われる。その結果、192条と194条とを切
り離すことが可能となる。そして 194条が 193条の例外であることから、回復
請求は2年の期間制限にかかることとなる。
194条は 192条とは切り離された規定であるから、無過失が要件とされない
としてもそのこと自体には問題はない。しかし起草過程からは、占有者の無過
失の要素が完全に放棄されていると解するべきではない。競売等で買い受ける
ことが無過失と等置されているのである 98）。これは無過失が推定されるという
のとは異なる。仮に占有者が有過失であったとしても、占有者は代価弁償を受
けることができる。有過失の反証によって回復請求者は代価弁償を免れること
論説（直井）
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98） 注5に掲げた好美・佐久間・星野の見解を参照。
99） 本文のように解した場合、注21に掲げた善意・有過失者の扱いの点はどのように解さ
れることになるのか。結論から言えば、194条において真の権利者の保護は 192条におけ
るよりも弱体化していることは否めない。しかし、両条の目的の差異から、これは矛盾で
あるとは考えない。すなわち、192条は占有者に善意・無過失を要求することによって、
前主には処分権原があるとの占有者の信頼を保護する規定である。これに対して194条は、
競売等の取引環境そのものに対する社会の信頼を保護することによって取引コストを低減
させることをも目的とした規定であって、前主の処分権原について特定の占有者が抱いた
信頼を保護する規定ではない。異なる目的を有する規定の適用結果を対比するのは適切で
はないということである。
はできないものと解すべきである 99）。なぜなら、前述のように、194条は個々
の占有者が抱いた信頼を保護する規定ではなく、取引の場に対する社会の信頼
を保護することを通じて取引コストの低減を図った規定と位置づけられるから
である。この点で、公信の原則を採用したとされる192条とは意味合いが異な
る。
以上が現行法の解釈論である。しかし、悪意または有過失の占有者に対して
は 193条の勿論解釈によって回復請求ができると解することができるとして
も、「前条の場合において」との文言を軽視していることは否定できない。立
法論としては 193条の「前条の場合において」は削除すべきものであろう。そ
うすると、所有権の所在を明らかにするという起草者の狙いが達せられないこ
ととなりそうである。しかし、2年の期間が経過する以前における盗品・遺失
物所有権の所在をめぐっては争いがあるところであり、「前条の場合において」
という文言を挿入することによって解決される問題であったわけではない。し
たがって、「前条の場合において」を削除しても問題はないものと解する。
おわりに
本稿は、現行法における盗品・遺失物の取り扱いを前提として、194条の「善
意」要件の位置づけを中心に考察した。しかし、動的安全への配慮から、盗品・
遺失物について即時取得の例外を認めるべきではないとの見解も根強い。本稿
はこうした見解に対して回答するものではなく、現行の法制度を前提とするも
のにとどまっている。
本稿における起草過程の分析からは、競売・公の市場など、194条が適用さ
れる場には来歴の確かではない盗品・遺失物は現れないとの信頼が強く保護
されていることが明らかとなる。そこでは、商人ではない素人からの取得にお
いては買主の過失が認められやすいといった相関関係も見られる。
しかし、現代においては、対面販売のみならずインターネット取引が活発に
なされるようになり、商人ではない者も売主として市場に登場するようになっ
てきている。そこでは売主の属性は必ずしも明らかなわけではない。そうした
回復請求における盗品・遺失物占有者の主観的要件に関する考察
169
状況においてもなお、競売・公の市場等を特別視する 194条の規定ぶりが維持
できるのかが改めて問われることとなろう。
（なおい・よしのり　筑波大学ビジネスサイエンス系准教授）
論説（直井）
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